別紙様式３（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

収益納付に係る報告書
１　収益納付の要因　　
	区　分
	該当するものに○

	補助事業の成果の事業化
	

	産業財産権等の譲渡又は実施権の設定
	

	その他補助事業の実施により発生した利益
	


　２　収益納付額の算定

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：円　　
	区　分
	金　額

	補助事業に要した経費（Ａ）
	

	補助金所要額（Ｂ）
	

	控除額（Ｃ）

（Ａ－Ｂ）
	

	収益額（Ｄ）
	

	納付額（Ｅ）

（Ｄ－Ｃ）×（Ｂ／Ａ）
	


　　　（注）

　　　　１　控除額（Ｃ）とは、補助事業に要した経費のうち自己負担額をいう。

　　　　２　収益額（Ｄ）とは、補助事業の完了によって生じた総収入額から総収入を得るために要した額（製造原価、販売管理費等）を控除した額をいう。

　　　　３　収益額（Ｄ）＞控除額（Ｃ）の場合のみ、収益納付が必要となる。
